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北海道経済構造の転換を図るための企業立地の促進及び中小企業の競争力の強化に関する  

条例及び同施行規則に係る実施要綱 

 

第１ 趣旨 

  北海道経済構造の転換を図るための企業立地の促進及び中小企業の競争力の強化に関す

る条例(平成 19 年北海道条例第 68 号。以下「条例」という。)及び同施行規則(平成 20 年

北海道規則第 66 号。以下「規則」という。)の運用については、この要綱の定めるところ

による。 

 

第２ 定義 

  この要綱の用語の定義は、条例又は規則に定める用語の例による。 

 

第３ 「中小企業者等」の定義に関する事項 

  規則第２条第７号における「事業所」とは、単一の経営主体が、人、施設、設備等を有し

て継続的に事業活動を行う場所をいう。 

 

第４ 「産業技術開発」の定義に関する事項 

  条例第 2 条第 4 号における「産業技術開発」については、次のとおり取り扱うものとす

る。 

 １ 新規性を有する「商品の生産若しくは販売又は役務の提供の技術」とは、２から４に

掲げる要件に該当するものとする。 

   なお、近年普及しつつある新しい技術であって、本道の中小企業者等において、その

応用技術の開発や成果の利用を促進することが本道の産業技術力の向上や経済構造を改

革する上で有効と考えられ、かつ需要が十分に見込まれるものも含まれることに留意す

るものとする。  

  ２ 新規性を有する「生産の技術」とは、次の要件のいずれかに該当するものをいう。  

  (1)  製品、製品を構成する原材料や中間製品、生産技術に新規性若しくは独創性を有す

るもの又は生産技術若しくは生産管理技術の改善が著しいものであって、既存のもの

と比較して独自性を主張できる程度の品質、機能、生産性、加工精度、コストの低減

効果などを有するものであること。 

     なお、国際標準化機構の品質管理等に関する国際規格(ISO)、製造物責任法(平成 6

年法律第 85 号)、ﾄｰﾀﾙ･ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾃｨﾌﾞ･ﾒﾝﾃﾅﾝｽ(TPM)への対応等を目的として生産工程、

工場レイアウト、機械・装置等の操作性・加工精度等の著しい向上を図るものは、新

規性を有する生産の技術に該当するものとみなすものとする。 

  (2)  製品、製品を構成する原材料や中間製品、生産技術又は生産管理技術に関し、特許、

意匠登録を出願若しくは取得し又はプログラム著作権を申請若しくは登録したもので

あること。 

  (3)  道内で実用化する者がおらず若しくは極めて少数であるため、道内で未だ普及して

いない製品、同種のものが生産されていない製品及び生産量が極めて少ない製品の生

産技術であって、今後、道内中小企業の振興のためにその事業化を促進する必要があ

るものであること。（研究開発にあっては当該企業において技術的な課題が存在する

ことを要する。）  

 ３   新規性を有する「販売の技術」とは、次の要件のいずれかに該当するものをいう。  

   (1)  製品の仕入、保管、加工、展示、販売、代金回収等に係る機械・装置、備品若しくは

技術（ノウハウ若しくはビジネスの手法（以下、「ビジネスモデル」という。）を含

む。）に新規性若しくは独創性を有するもの又は改善が著しいものであって既存のも

のと比較して独自性を主張できる程度の迅速性、信頼性、利便性、快適性、安全性、経

済性などを有するものであること。 

   (2)  道内で未だ普及していない製品の仕入、保管、加工、展示、販売、代金回収等に係る

機械・装置、備品若しくは技術（ノウハウ若しくはビジネスモデルを含む。）に関し、

今後、道内中小企業の振興のためにその事業化を促進する必要があるものであること。
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（研究開発にあっては当該企業において技術的な課題が存在することを要する。） 

  (3)  販売に必要な機械・装置、備品又は技術（ノウハウ若しくはビジネスモデルを含む。）

について、特許、意匠登録を出願若しくは取得し、又はプログラム著作権を申請若し

くは登録したものであること。  

 ４   新規性を有する「役務の提供の技術」とは、次の要件のいずれかに該当するものをい

う。 

   (1) 役務の提供、役務の構成要素、役務の提供方法（ビジネスモデルを含む。）、役務の

提供に必要な機械・装置、備品、原材料等に新規性若しくは独創性を有するもの又は

改善が著しいものであって既存のものと比較して独自性を主張できる程度の迅速性、

信頼性、利便性、快適性、安全性、経済性などを有するものであること。  

   (2)  道内で提供されていない役務又は提供範囲が小さい役務であって、今後、道内中小

企業の振興のためにその事業化を促進する必要があるものであること。（研究開発に

あっては当該企業において技術的な課題が存在することを要する。） 

  (3)  役務、役務の構成要素若しくはその組み合わせ（ビジネスモデルを含む。）又は役

務の提供に必要な機械装置、備品、原材料について、特許、意匠登録を出願若しくは

取得し、又はプログラム著作権を申請若しくは登録したものであること。  

  ５   「研究開発」とは、技術に関し解決すべき課題が存在し、その解決のため、当該企業等

が実施する考案及び実証に係る事業活動であって、相当の人材又は費用の投入が必要な

ものをいう。（なお、鉱石等の天然物がもたらす作用を利用して一定の効果を得ること

を目的とする場合は、その効果について科学的に立証することが可能であるものに限

る。）   

   また、「研究開発」の範囲は、基礎研究、応用研究、実用研究、試作研究、技術改善

のための研究等、技術的課題を解決するための研究開発とする。 

   

第５ 「優れた事業計画」の定義に関する事項 
条例第 14 条第 2 項第 2 号における「優れた事業計画」（以下「事業計画」という。）

については、次に揚げる基準（ただし、産業人材育成・確保支援事業は 1 を除く。）を総
合的に勘案し、充足度の高いものとする。  

 

 １ 市場性（市場のニーズに対応していること）  

 ２ 競合性（競合他社と比べて優位性があること）  

 ３ 実現性（実現可能性の高い販売計画・財務計画であること）  

 ４ 重要な課題への取組（社会経済情勢の変化に対応するために行う取組であること） 

 

 

第６ 「新分野・新市場への進出等」の定義に関する事項 

  規則第 21 条第 1 号における「新分野・新市場への進出等」とは、次のものをいう。  

 １ 「新分野への進出」とは、中小企業者等が従前属していた事業から、日本標準産業分  

類における小分類項目以外の小分類項目に属する事業に進出するものをいう。  

 ２ 「新市場への進出」とは、中小企業者等が保有する製品等を新しい市場（新しい顧客）

に売ることなど、道外及び海外市場の開拓やシェア拡大などとする。 

  ３ 「新分野・新市場への進出等」には、新事業展開（新商品の開発・生産、サービスの開

発・提供などの新たな事業活動）等を含むものとする。 

     

第７   指定事業の内容に関する事項 

   規則第 21 条に定める指定事業の内容、実施方法等の細目については、別紙に定めるとお

り取り扱うものとする。 

 

第８   指定事業の審査等に関する事項 

 １ 指定事業者は補助を受けようとする中小企業者等から、指定事業者が定める募集期間

中に、指定事業者が定める様式による事業計画書等の提出を求め、一括して審査を行い
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交付予定を通知するものとする。  

  ２   指定事業者は、指定事業の運用に関し、審査基準、取扱要領又はこれに類する書類を

作成するものとし、この作成に当たっては、あらかじめ知事に協議するものとする。ま

た、これを変更しようとするときも同様とする。  

  ３   指定事業者は、指定事業に関する審査業務を適正に行うため、外部の学識経験者、中

小企業診断士等からなる委員会を設置しなければならない。委員の選任及び解任に当た

っては、あらかじめ知事に協議するものとする。 

 

第９   指定事業者の指定に関する事項 

  １   規則第 22 条第 2 項第 2 号に定める「指定事業の実施方法に関する事項を記載した書

類」とは、業務方法書及び取扱要領又はこれらに類する書類をいう。 

  ２   知事は、指定の申請があった場合には、申請の内容を審査し、規則第 23 条の指定要件

に適合していると認めたときは、当該申請者を条例第 14 条第１項の事業を行うものとし

て指定するものとする。 

  ３   知事は、指定しないことを決定したときは、理由を附してその旨を申請者に通知する

ものとする。 

 

第 10 指定事業の実施方法の変更に関する事項 

  １   規則第 24 条に基づき、知事の承認を受けなければならない「指定事業の実施方法の変

更」とは、第９の１に定める書類の指定事業に係る記載事項の変更をいう。ただし、軽

微な変更については、この限りではない。 

  ２   知事は、規則第 24 条に基づき、指定事業の実施方法の変更を承認したときは、その旨

を申請者に通知するものとする。 

 

第 11  実施計画の届出に関する事項 

  規則第 25 条に定める指定事業の実施計画には、当該年度において実施しようとしている

指定事業の運用方針、予定される事業量、業務の実施日程、資金収支の計画などを記載す

るものとする。 

 

第 12  助成の措置及び当該措置の実施に必要な経費の申請等 

 １ 規則第 26 条に定める補助金の交付に関しては、北海道補助金等交付規則（昭和 47 年

北海道規則第 34 号）の規定によるほか、この要綱の定めるところによるものとする。  

 ２ 規則第 21 条の規定による助成の措置（以下「中小企業競争力強化促進事業費」という）

及び当該措置の実施のために必要な経費（以下「中小企業競争力強化促進費」という）の

申請は、補助金等交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添付して毎年度、別途指

示する日までに知事に提出するものとする。  

  なお、提出先は経済部産業振興局産業振興課とする。  

  (1) 事業計画書（第２号様式） 

  (2) 補助金等交付申請額算出調書（第３号様式） 

  (3) 経費の配分調書（第４号様式） 

  (4) 事業予算書（第５号様式） 

  (5) 資金収支計画書（第６号様式）  

  (6) 電子交付申出書兼メールアドレス確認書（第７号様式）（道から補助金の交付を申

請しようとする者に対して行われる通知等について、電子交付（通知等の内容を記録

した電磁的記録に、電子署名を行い、補助金の交付を申請しようとする者がクラウド

上で受領できる交付方法）を希望する場合に、提出すること。）  

 ３ 中小企業競争力強化促進事業費及び中小企業競争力強化促進費にかかる補助対象経

費、補助対象者、補助率及び算定方法は、以下のとおりとする。  

  (1) 補助対象経費  

    ア  中小企業競争力強化促進事業費 

     中小企業競争力強化促進事業を行う中小企業者等に対し、規則別表第４に
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基づき当該事業費を補助する場合における当該補助に要した経費  

    イ  中小企業競争力強化促進費 

委員報酬、旅費、印刷製本費、消耗品費、手数料、通信運搬費、アンケー

ト調査費、会場借上費、車両借上費、事務機器借上費、複写機使用料、その

他知事が必要と認める経費  

  (2) 補助対象者  

    補助金の交付の対象となる者は、指定事業者とする。  

  (3) 補助率  

     補助金の交付の対象となる経費の 10 分の 10 以内  

  (4) 算定方法  

    補助金の交付額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額とする。 ただし、

事業の実施 に伴い 寄 附金その他 の収入 が ある場合は その額 を 総事業費か ら控

除する。  

 ４ 補助金の交付の申請をしようとする者は、交付申請時に当該補助金に係る消費税等仕

入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち消費税法（昭

和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と

当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金

額との合計額に補助率等を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額

が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、交付申請時にお

いて、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでない場合については、この限

りでない。  

 ５ 知事は、２の申請があったときはその内容を審査し、補助金を交付すべきものと認め

たときは、速やかに交付の決定を行い、中小企業競争力強化促進事業費にあっては第８

号様式その１により、中小企業競争力強化促進費にあっては第８号様式その２により、

申請者に交付の決定の内容及び交付の条件を通知するものとする。  

 ６  補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に対して不服があるとき

は、交付の決定の通知を受けた日から 10 日以内に、補助金等交付申請取下書（第

９号様式）を知事に提出し、申請の取下げをすることができる。  

   なお、申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定は

なかったものとみなす。  

 ７  中小企業競争力強化促進事業費におけるマーケティング支援事業、コンサルタン

ト等招へい支援事業、産業人材育成・確保支援事業及び市場対応型製品開発支援

事業に配分された補助金の額を変更しようとするときは、あらかじめ、補助事業

等変更承認申請書（第 10 号様式）に２に掲げる書類を添付の上、知事の承認を受けな

ければならない。ただし、当該変更が事業ごとに配分された補助金の額の 20 パ

ーセント未満のときは、この限りではない。  

   なお、前段の変更については、補助事業の効率的・効果的な実施の観点から、

第１次・第２次募集による事業採択後の予算残額の状況を踏まえ行 わなければ

ならない。  

 ８ 補助事業等の内容を変更をしようとするときは、補助事業等変更承認申請書（第 10 号

様式）に２に掲げる書類を添付の上、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。

ただし、その変更による増減額が補助対象経費総額の 20 パーセント未満のときは、この

限りではない。  

 ９ 概算払の申請をしようとするときには、補助金等概算払申請書（第 11 号様式）に最新

の資金収支計画書（第６号様式）を添えて、知事に提出しなければならない。  

 10 補助事業を中止し、又は廃止しようとするときには、あらかじめ知事に補助事業等中

止（廃止）承認申請書（第 12 号様式）を提出し、その承認を受けなければならない。  

 11 補助事業が期限までに完了しないとき又はその遂行が困難となったときは、速やかに

知事に補助事業等執行遅延（不能）報告書（第 13 号様式）を提出し、その指示を受けな

ければならない。  

 12 補助事業等が完了したとき又は補助事業の廃止の承認を受けたときは、当該
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補助事業等の完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から 30 日以内又は翌年度

の４月 10 日までのうちいずれか早い日までに、次に掲げる書類を知事に提出しな

ければならない。会計年度が終了した場合も同様とする。  

  (1) 補助事業実績報告書（第 14 号様式）  

  (2) 事業実績書（第２号様式）  

  (3) 経費の配分調書（第４号様式）  

  (4) 補助金等精算書（第 15 号様式）  

  (5) 事業精算書（第 16 号様式）  

 13 知事は、補助事業等実績報告書の提出を受けたときは、当該報告に係る補助

事業の実施結果が交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであ

るかを審査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、通知

するものとする。  

 14 補助事業等実績報告書の提出に当たって、この補助金に係る消費税等仕入控

除税額があり、その金額が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告

しなければならない。  

 15 補助事業等実績報告書を提出した後に消費税及び地方消費税の確定申告によ

りこの補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、第 17 号様式に

よりその金額（実績報告において、前項により減額した場合にあっては、その金

額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに知事に報告するとともに、当該金

額を返還しなければならない。  

   また、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又は

ない場合であっても、その状況等について、当該補助金の額の確定の日の翌年６

月 30 日までに知事に報告するとともに、補助金に係る消費税等仕入控除税額の

確定後は速やかに知事に報告し、当該金額を返還しなければならない。  

 16 補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後

においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用

を図らなければならない。  

 17 補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産（ 不動産及びその従物並

びに１件の取得価格又は効用の増加価格が 30 万円以上の機械及び器具）につい

ては、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）

で定める耐用年数（当該耐用年数が 10 年を超える場合は 10 年間）を経過する

ことになるまでの期間は、あらかじめ知事の承認を受けないでこの補助金の交

付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、又は担保に供

してはならない。ただし、交付された補助金の全部に相当する額を納付した場合

は、この限りでない。  

 18 前項に定める場合を除くほか、補助事業等により取得し、又は効用の増加し

た財産を処分することにより収入があったときは、その収入金額の全 部又は一

部に相当する納付金を道に納付させることがある。  

 19 補助事業等に関する帳簿及び書類を備え、この補助事業等に要した経費とそ

れ以外の経費とを区別することができるようこれを整理し、かつ、これを補助事

業等の完了の日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければな らない。た

だし、処分を制限された取得財産がある場合で当該制限された期間が帳簿及び

書類を保存すべき期間を超えるときは、当該財産の処分を制限された期間保存

しなければならない。  

 20 補助事業等の完了により相当の収益が生じたときは、補助金の全部又は一部

を納付しなければならない。  

 21 次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定の全部又は一部

を取り消し、当該取消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があるとき

は、その返還を命ずるものとする。補助金の額の確定があった後においても、ま

た同様する。  

  (1) 補助金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのに補助金を使
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用しないとき。  

  (2) 虚偽の申請又は虚偽の実績報告により補助金を過大に請求し、又は受領し

たとき。  

  (3) 補助事業に関して不正に他の補助金等（道以外の者が交付する補助金その

他の助成を含む。）を重複して受領したとき。  

  (4) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を、あらかじめ知事の承

認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、取り壊し、又は担保に供したとき。  

  (5) 前各号に掲げる場合のほか、補助事業に関して、補助金の交付の決定の内

容若し くはこ れに付 した条 件その 他法令 若しく はこれ に基づ く知事 の処 分

に違反したとき、又は不正な行為をしたとき。  

 22 補助金の交付の申請、届出、その他この補助事業に関し道に行う通知につい

ては、当該申請等に係る書類の電磁的記録を次の電子メールアドレスに電子

メールを送信する方法により行うことができる。  

   【電子メールアドレス】 keizai.sangyousinkou1@pref.hokkaido.lg.jp  

 

第 13  事業実績の報告 

  指定事業者は、規則第 27 条に定める指定事業の実施結果を、翌年度の 4 月 10 日までに

知事に報告するものとする。 

 

第 14  報告の徴収等 

  知事は、規則第 28 条の報告があった場合において、指定事業の適正な運営を図るため必

要があると認めるときは、指導又は助言を行うものとする。 

 

第 15  指導及び助言に関する事項 

 １ 指定事業者は、規則第 29 条及び第 14 に基づき知事が行った指導又は助言について、

その措置の状況を速やかに知事に報告するものとする。 

 ２ 道は、規則第 29 条及び第 14 に基づく指導又は助言を行うため必要がある場合には運

営会議を開催するものとする。 

  ３   前項の運営会議は、経済部長、産業振興局長及び産業振興課長並びに指定事業者の代

表者及び常務役員により構成するものとし、その運営会議は経済部長が召集するものと

する。 

 

第 16  指定事業者の責務 

 １ 指定事業者は、指定事業の利用促進を図るため、中小企業者等に対し、指定事業の普

及啓発に努めるものとする。 

  ２   指定事業者は、道との連携のもとに指定事業の対象となった中小企業者等に対し、事

業活動が円滑に行われるように必要な指導、情報の提供等に努めるものとする。  

  ３   指定事業者は、指定事業の実施に当たっては、条例、規則、要綱その他知事の附した

条件を遵守し、善良なる管理のもとに事業の円滑かつ効果的な執行に努めるものとする。 

 

 

 附 則 

１   この要綱は、平成 20 年 5 月 8 日から施行する。 

２ 北海道創造的中小企業育成条例及び同施行規則に係る実施要領（平成 9 年 5 月 12 日）、

二十一世紀産業創造貸付に係る実施要領（平成 14 年 4 月 1 日）及び重点業種事業化研究推

進事業に係る実施要領（平成 19 年 7 月 27 日）は廃止する。    

 附 則 

１ この要綱は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

２ 前項の施行日前に旧実施要綱に基づき行った「産学連携等研究開発支援事業」の補助事

業については、当該補助事業が完了するまでの間、旧実施要綱別紙第５の２(7)の規定に基
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づき行うものとする。  

 附 則  

１ この要綱は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。  

 附 則  

１ この要綱は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。  

附 則  

１ この要綱は、平成 30 年 6 月 12 日から施行する。  

 附 則  

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。  

 附 則  

１ この要綱は、令和８年４月１日から施行する。  
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別 紙                                                                               

第１ 総括的な事項 

 

１   道外本社中小企業者等の確認 

  指定事業者は、規則第２条第７号の規定に基づく中小企業者等のうち、道内に主たる事務

所を有しないものにあっては、助成手続きの円滑化を図るため次に掲げる要件を確認の上、

補助採択するものとする。   

 (1) 道内に事業所を有しており、支店登記等がなされていること   

 (2) 助成措置の申請を道内事業所名義で行う場合にあっては、支配人登記、取締役会の決

定、委任状の交付等申請についての当該中小企業者等の意思が明らかとなっていること  

 (3) 道内事業所で事業を円滑に進めるための体制が取られていること 

 (4) 道内事業所で独自の経理処理がなされていること若しくは経理の状況を把握している

こと又はこれらを行うことが十分可能であること 

 (5) 交付された資金の使途が道内事業所に係るものであること 

 (6) 条例及び規則に基づく助成の成果を引き続き道内事業所で利用すること又は助成の

後、道内事業所でその事業の成長発展が見込まれること 

 

２   他の助成措置及び指定事業相互の関係 

(1 )  指定事業者は、補助を受けようとする中小企業者等に対し、当該年度において、当該

指定事業の内容の全部又は一部を対象として、市町村又は公益財団法人、公益社団法人、

一般財団法人、一般社団法人（以下「公益法人等」という。）の補助金（助成金等を含む。）

により補助が行われる場合にあっては、補助の対象とすることを妨げないものとするが、

国（独立行政法人通則法に基づき設立された機関を含む。）又は道（地方独立行政法人法

に基づき設立された機関を含む。）の補助金が交付される場合（当該中小企業者等が間接

補助事業者となる場合を含む。）にあっては、補助の対象とはしないものとする。  

   なお、市町村又は公益法人等の補助金が交付される場合であって、これらの補助金と

指定事業者の交付する補助金額の合計が対象経費を超える場合には、指定事業者は、対

象経費を下回る額となるよう補助金額を減額して交付するものとする。  

(2) 同一年度内において、指定事業は併用できないものとする。  

 

３   取得財産の管理及び処分 

(1) 指定事業者は、補助を受けようとする中小企業者等に対し、補助事業により取得し、

又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）について、事業完了後において

も、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、効果的に運用することを求めるこ

と。  

 (2) 取得財産等（不動産及びその従物並びに１件の取得価格又は効用の増加価格が 30 万

円以上の機械及び器具）については、減価償却資産の対応年数等に関する省令（昭和 40

年大蔵省令第 15 号）で定める耐用年数（当該耐用年数が 10 年を超える場合は 10 年間）

を経過することとなるまでの期間は、あらかじめ知事の承認を受けないでこの補助金の

目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、又は担保に供することは

できないものであること。  

 (3)  前号の承認を受けた場合において、補助金の全部又は一部の金額に相当する納付金を

納付する条件が付されたときは、当該納付金を指定期日までに納付すること。  

   

 

第２ マーケティング支援事業 

 

１ 補助対象事業 

 (1)  補助の対象となる「市場調査」とは、新分野・新市場への進出等のために、市場の情報

に加えて、製品、価格、広告、販売、販売経路などのマーケティング活動全般について

の情報を収集、分析、保管し、その意思決定に資するものとする。 
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 (2)  補助の対象となる「展示会等」とは、次の要件に該当するものをいう。  

    ア 道外（海外を含む。以下同じ。）又はオンラインで開催される展示会、見本市、商談

会等であって、製造業、卸・小売業、サービス業等を営む者又は消費者等を広く対象

とするものであること。 

    イ   主催者又は運営者が原則として公益法人等、任意の団体又は協議会等営利を目的と

しない団体であること。主催者又は運営者が企業であっても、業界の情報を広く提供

することを使命とするもの（新聞、出版若しくは業界を先導する役割を担うもの等）

であって、出展費用や開催場所等から専ら業界全体の振興を目的として行われること

が明らかな場合も含む。 

    ウ   当該展示会等の運営に当たって、国又は道の補助金が措置されていないものである

こと。 

 (3)  展示の形態は、単独かつ専用の展示スペースが確保されているものであること。  

      また、展示に当たっては、開発された製品等以外のものを展示することができるもの

とするが、開発された製品等の展示面積の割合が概ね２分の１以上確保するものとする。 

(4)    国内で実施する事業と国外で実施する事業の併用は認めないものとする。また、複数
の展示会等への出展及び展示会等と市場調査を併用する事業も認めないものとする。  

 (5) 「特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律（昭和 53 年法律第 30 号）第 2 条に規

定する国際出願その他これに類する手続」とは助成申請提出時点において日本国特許庁

に既に特許出願等（ＰＣＴ出願、本国特許庁へのマドリッド協定議定書に基づく国際登

録出願を含む。）を行っている出願であって、年度末までに外国特許庁への出願が完了

する見込みである手続とする。  

  また、次の要件に該当すること。  

 ア 海外で開催される展示会等への出展や市場調査と一体として事業を構成すること。  

 イ 国内の先行技術調査等から見て、外国での特許権取得の可能性があると判断される出

願であること。 

 

２ 対象経費 
(1) 「その他市場調査のために特に必要と認められる経費」とは、中小企業者等が自ら行う

調査に係る経費で、中小企業者等における経常経費と明確に区別が可能な経費に限る。  

 (2) 「その他展示会等への出展を行うために特に必要と認められる経費」とは、展示用の説

明パネル及び模型の作成費用、パンフレット印刷費、ＰＲ動画等の作成経費、展示会出

展に必要な機材導入経費等をいう。 

  なお、展示会に必要な機材等を購入する場合における補助対象経費の算定は、補助事

業の月数（月数未満切り上げ、上限 12 ヶ月）を法定耐用年数の月数で除して得た率（小

数点第３位切り上げ）を機械の購入に要する経費に乗じて得た額とする。  

   また、10 万円未満の機器類については、全て補助対象経費として取り扱うものとする。 

(3) 「特許協力条約に基づく国際出願等に関する（中略）必要な経費」とは、次のものをい

う。  

ア 外国特許庁への出願手数料  

イ 現地代理人費用  

ウ 国内代理人費用  

エ 翻訳費用  

オ その他必要な費用  

  外国特許庁への出願に関連する通信費、振込手数料等 

 

                                                            

３ 補助額 

 補助額は、規則別表第４の第１号の補助額の欄に掲げる額（千円未満の端数は、切り捨て

る。）とする。 

 

第３ コンサルタント等招へい支援事業 
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１ 補助対象事業                                             

 (1) 「専門技術者」とは、生産、販売又は役務の提供の技術に関し、優れた知識、見識、知

見を有する者であって、その指導を受けることにより技術又はデザイン開発能力の修得

の目的が十分達せられると認められるものをいい、「熟練技能者」とは、生産、販売又

は役務の提供の技術に関し、顕著な技能を有する者であって、その指導を受けることに

より中小企業者等における加工精度の向上、コストの低減等を期待できるものをいう。 

 (2) 「その他特定の技術又は能力の修得に資する者」とは、次の要件のいずれかに該当する

者であって、技術又は能力の修得の目的が十分達せられると認められるものをいう。  

    ア   先進企業（別紙第４の１（１）アに同じ）の役職員の経験が継続して５年以上存す

る者又は役職員であった者 

   イ   学校教育法(昭和 22 年法律第 26 号)による大学、専修学校又は各種学校において教

員である者又は教員であった者 

   ウ   国、道外地方公共団体、道外公益法人等が設置する試験研究機関の職員又は職員で

あった者 

    エ   前記ウに掲げる試験研究機関から技術の振興に係る審議会等の委員等に委嘱されて

いる者又はその職にあった者 

   オ   その他知事が特に必要と認めた者 

 (3)  招へいの対象となる者が企業又は機関等に所属する場合にあっては、招へいに応じる

ことについて当該企業又は機関等の了解が得られていることを条件とするものとする。  

 (4)  招へいにより修得しようとする技術又は能力の内容は、当該中小企業等の実施してい

る又は実施しようとする製品開発等に役立つ、試験、研究、分析、検査、評価等に関す

るもの、加工精度の向上や生産コストの低減に資するもの、製品開発等の実現可能性（F/S

調査）、テーマの設定又は開発プロセスの計画策定に資するもの等とするものとする。       

ただし、当該中小企業者等が設置した機械等の調整や操作方法等の修得に係るものを

除くものとする。 

     なお、経営管理能力の向上のためのコンサルタント等の招へいは補助の対象とはしな

いものとする。   

 (5)  地方独立行政法人北海道総合研究機構が実施する技術開発派遣指導事業に伴う中小企

業者等の指導手数料の支払いは、当該補助の対象とはしないものとする。   

（6） 全部又は一部オンラインでコンサルタントを受ける場合についても、本事業の補助対

象とする。 

 

２   対象経費                                                 

（1）「滞在費」は、北海道職員等の旅費に関する条例(昭和 28 年北海道条例第 38 号)第 14

条の規定による宿泊費（宿泊基準額は北海道職員等の旅費に関する条例施行規則（令和

７年 12 月 26 日北海道規則第 77 号）第 16 条第１項第２号により算定した額とする。）

及び第 16 条の規定による宿泊手当を合算した額と申請額のいずれか低い額とする。 

なお、正当な理由なく指導を行わない日は、滞在費の対象とはしないものとする。  

(2) 「往復の交通費」は、北海道職員等の旅費に関する条例(昭和 28 年北海道条例第 38 号)

の規定により算出するものとする。 

 (3) 「コンサルタント料」は、日額２０万円以内とする。 

 

３ 補助額                                            

  補助額は、規則別表第４の第２号の補助額の欄に掲げる額（千円未満の端数は、切り捨て

る。）とする。 

 

 

第４ 産業人材育成・確保支援事業 

 
１ 育成事業（派遣）  
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(1) 補助対象事業  

ア   「先進企業」とは、製品開発等の円滑な推進に必要な技術、デザイン開発能力又は

経営管理能力を有している企業又は派遣を行う中小企業者等に比べ優れている企業を

いい、資本関係若しくは取引関係の有無又は経営規模の大小を問わないものとする。   

イ 「研修機関」とは、公益法人等若しくは株式会社又は特例有限会社が運営する研修
機関をいう。  

ウ  「その他技術、デザイン開発能力又は経営管理能力を修得し得るもの」とは、次に掲

げるものであって、派遣の目的が十分達成されると認められるものをいう。  

     (ｱ) 中小企業大学校(独立行政法人中小企業基盤整備機構が設置するものに限る。) 

     (ｲ) 試験研究機関 

     (ｳ) 学校教育法(昭和 22 年法律第 26 号)による専修学校及び各種学校 

     (ｴ)  職業能力開発促進法(昭和 44 年法律第 64 号)による職業能力開発大学校及び職業

能力開発短期大学校 

      (ｵ) その他知事が特に必要と認めるもの 

         （例えば、農業機械器具製造業を営む中小企業者等が、製品開発能力を高めるため、

その従業員等を農家に派遣する場合） 

    エ   同一の従業員等について、派遣先が複数にわたる場合であっても補助の対象とする

ことができるものとする。 

    オ   派遣先が、当該従業員等が所属している事業所等から通勤、通学等が可能と認めら

れる地域に所在している場合にあっては、補助の対象とはしないものとする。ただし、

宿泊が義務付けられている場合、その他派遣に滞在が伴うことについて合理的な理由

がある場合は、補助の対象とすることができるものとする。 

 

(2)  対象経費 

ア  「滞在費」は、北海道職員等の旅費に関する条例(昭和 28 年北海道条例第 38 号)第

14 条の規定による宿泊費（宿泊基準額は北海道職員等の旅費に関する条例施行規則（令

和７年 12 月 26 日北海道規則第 77 号）第 16 条第１項第２号により算定した額とす

る。）及び第 16 条の規定による宿泊手当を合算した額と申請額のいずれか低い額とす

る。 

イ   「往復の交通費」は、北海道職員等の旅費に関する条例(昭和 28 年北海道条例第 38

号)の規定により算出するものとする。 

       なお、派遣先が複数にわたる場合の往復の交通費は、各派遣先への一往復を補助金

額算定の対象経費とするものとし、派遣期間中の帰郷に伴う往復の交通費は、対象と

はしない。ただし、研修の効果的な実施のため必要があると認められる場合には、派

遣期間中の移動（帰郷を伴うもの又は宿泊先の変更を伴わないものを除く。）のため

の経費を対象とすることができる。 

ウ   「入学料」及び「授業料」は、専門職大学院及び社会人を対象とした大学院を設置し

た大学の定める料金による。  

 

(3) 補助額 

補助額は、規則別表第４の第３号上段の補助額の欄に掲げる額（千円未満の端数は、

切り捨てる。）とする。 

 

(4) 補助の条件 

ア 補助の対象となる派遣期間は、当該年度に派遣先において研修等を開始する日から

終了する日とする。 

ただし、正当な理由なく研修等を受講しない日は、補助の対象とはしないものとす

るが、民法(明治 29 年法律第 89 号)第 142 条に規定する休日、派遣先において研修等

を要しない日としてあらかじめ指定した日（派遣先の就業規則による休日等）、病気

等により研修等を受講しなかった日等、正当な理由がある場合には、派遣期間に参入

して差し支えないものとする。 
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イ   同一の派遣目的で行った派遣期間の合計が 365 日を超えた場合にあっては、当該超

えた日以降の派遣に要した経費は補助の対象にしないものとする。 

ウ   専門職大学院及び社会人を対象とした大学院への派遣に対する補助金は、進級に必

要な所定の単位の修得又は修士の学位の修得を条件とし、進級に必要な所定の単位の

修得又は修士の学位の修得があった年度に係る経費を対象とする。 

 

２ 育成事業（招へい） 

(1) 補助対象事業 

   補助の対象となる「研修会等」とは、中小企業者等が脱炭素社会の実現、デジタル社

会の形成等の社会経済情勢の変化に対応するなど、競争力の強化に向けた重要な課題

に取り組むため、講師を招へいして実施するものをいう。  

（2）対象経費 

ア 「滞在費」は、北海道職員等の旅費に関する条例(昭和 28 年北海道条例第 38 号)第 14

条の規定による宿泊費（宿泊基準額は北海道職員等の旅費に関する条例施行規則（令和

７年 12 月 26 日北海道規則第 77 号）第 16 条第１項第２号により算定した額とする。）

及び第 16 条の規定による宿泊手当を合算した額と申請額のいずれか低い額とする。 

イ 「往復の交通費」は、北海道職員等の旅費に関する条例(昭和 28 年北海道条例第 38 号)

の規定により算出するものとする。 

ウ 「授業料」は、大学、大学院、民間企業等の講師を務める機関が定める料金による。  

エ 「会場借上費」は、補助対象となる中小企業者等が主体となって、研修会等の開催の

ために借り上げる場合に対象とする。 

（3） 補助額 

補助額は、規則別表第４の第３号中段の補助額の欄に掲げる額（千円未満の端数は、切り

捨てる。）とする。 

 

３ 確保事業  

(1)  補助対象事業  

     規則第 21 条第 3 号で規定する「情報通信技術利用事業場外勤務」(以下「テレワーク」
という。）を導入する場合において、対象となる導入するテレワークは以下のとおりと
する。  

  ア 在宅勤務の導入  

    事業所に出勤せずに情報通信技術を利用し自宅で就業する勤務形態の導入  

  イ サテライトオフィス勤務の導入  

    勤務先以外の事業所や遠隔勤務用の施設で情報通信技術を活用して就業する勤務形
態の導入。  

なお、遠隔勤務用の施設とは、外部の貸事務所、貸会議室、図書館などをビジネス
スペースとして貸出しているものなどで、事業主が指定した道内に所在する事務所を
対象とし、テレワークで勤務する従業員が所属する事業所及び事業所の本・支店、と
図書館の閲覧スペースや喫茶店、インターネットカフェ、公園、移動中の電車内など
は除く。  

 

 

(2)  対象経費  

ア 「機器購入費」は、テレワーク導入に関する機器の購入費（ウエブ会議用機器、パ
ソコンの遠隔操作をするための機器、パソコン、ウエブカメラ、ワイファイルーター
など）とする。  

なお、補助対象経費の算定は、補助事業の月数（月数未満切り上げ、上限 12 ヶ月）
を法定耐用年数の月数で除して得た率（小数点第 3 位切り上げ）を機械の購入に要す
る経費に乗じて得た額とする。  

 また、10 万円未満の機器類については、全て補助対象経費として取り扱うものとす
る。  

  イ 「システム構築費」は、テレワークシステムの構築に係る経費、関連ソフトウエア
利用料とする。  

なお、補助対象経費の算定は、初期費用の場合は、上記アなお以下を準用し、ソフ
トウエア利用料の場合、補助事業の月数（月数未満切り上げ、上限 12 ヶ月）にソフト
ウエア利用月額（年額の場合は月割の金額）を乗じて得た額を補助対象経費とする。  
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   ウ 「コンサルタント料」は、テレワーク導入支援や就業規則の作成・  改定に係る社会
保険労務士等専門家への相談費及び作成・改定等手数料とし、顧問料は除く。  

    また、コンサルタント料は日額 20 万円、就業規則の作成・改定等手数料は 20 万円
までとする。  

 

(3) 補助額  

    補助額は、規則別表第４の第３号下段の補助額の欄に掲げる額（千円未満の端数は、
切り捨てる。）とする。  

 

(4) 補助の条件  

ア 導入するテレワークに就業するテレワーク対象従業員（以下「テレワーカー」とい
う。）は、道内在住者とする。  

イ テレワーカーは、在宅又はサテライトオフィスにおいて就業を開始したときから、
週平均 1 回以上テレワークを実施することとする。  

ウ 補助を受けようとする中小企業者等は、補助事業実施期間において新たにテレワー
カーとして就業させる予定労働者数を設定するものとする。   

エ 補助事業期間において、新たにテレワークに従事した対象労働者数が、上記エの対
象予定労働者数未満の場合、対象労働者一人あたりに対する必要な経費として金額の
確認ができるものについては、予定労働者数と実績労働者数の減少人数に当該金額を
乗じて得た金額を補助対象経費から除くものとする。  

オ 補助事業期間において、新たにテレワークに従事した対象労働者数がいない場合に
は、補助金を交付しないものとする。  

 

第５ 市場対応型製品開発支援事業 

１ 規則第２１条第４号に規定する文言については、次のとおりとする。 

(1) 「大学等と連携して行う」とは、大学等との共同研究や大学等への委託研究を行う場合、

又は大学等の機関やそれに属する研究者の特許実施許諾に基づく共同研究開発の指導

及び研究成果の活用に伴う共同研究開発の指導が確約される場合など、大学等との協力

関係が明確であるものをいう。 
(2)  「共同研究開発」とは、条例及び規則で定めるもののほか、各構成員が、技術に関する

課題の解決を分担するとともに、共同研究開発に要する経費を負担するもの（その負担
が明確なものに限る。）であり、大学等と連携して行う研究開発及び異業種連携による
研究開発とする。  

     また、「共同研究開発」の範囲は、共同で行う基礎研究、応用研究、実用研究、試作

研究など、技術的課題を解決するための研究開発とする。 
 

２ 規則別表第４の第４号に規定する文言については、次のとおりとする。  

 (1) 「システム」とは、コンピュータと結び付くことにより全体としてまとまった機能を発
揮する装置の集合体である。  

(2) 「ものづくり基盤技術振興基本法（平成 11 年法律第２号）第２条第１項に規定するも
のづくり基盤技術を主として利用して行う事業」とは、工業製品の設計、製造又は修理
に係る技術のうち汎用性を有し、製造業の発展を支えるものづくり基盤技術を用いる事
業とする。  

 (3) 「生物又はその機能を利用し、又は応用する技術」とは、生体が有する物質変換機能、
情報変換・処理・伝達機能、エネルギー変換機能を利用し、又は応用する技術とし、組
換えＤＮＡ技術、細胞融合技術、細胞培養技術などのいわゆる「ニューバイオテクノロ
ジー」の他、従来の発酵技術、培養技術、変異処理技術なども含むものとする。  

(4) 「環境負荷を低減した製品の製造、環境汚染を防止する装置及び資材の製造並びにこれ
らに係るサービスの提供（資源の有効利用に係るものを除く。）」とは、生活環境上支
障の恐れのない廃棄物の適正処理（リサイクル、リデュース、リユースを除く）、エネ
ルギーの効率的使用、新エネルギーの有効活用、環境の保全、環境の修復などに関する
製品開発等とする。  

(5)  「加工組立型工業若しくは基盤技術産業等の中小企業者等又は食関連産業等若しくは

環境・エネルギー産業若しくはＩＴ産業の中小企業者等」には、これらに属する製品の

開発等を行う中小企業者等を含むものとする。 

 

３ 補助対象事業 
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 (1) 「製品開発」とは、新製品の開発のほか、機能、性能、品質、デザイン、包装などの既

存製品の改良を含むものとする。  

 (2) 「市場調査」「展示会等」は、別紙第２のマーケティング支援事業の１(1)、(2)及び

(3)の定義と同様とする。 

 (3)  補助事業の対象となる製品開発等及びこれに伴う市場調査等は、補助の決定を受けた

日の属する年度内に完了するものとする。 

 (4)  補助を受けようとする中小企業者等が製品開発等を主導し得る充分な見識を有せず、

また、解決すべき課題の主要部分を自ら解決しないなど、製品開発等の全部又は大部分

を他に委託又は外注して行う場合には補助の対象とはしないものとする。  

     なお、当該要件の判断は、製品開発等に要する経費の概ね２分の１を基準として行う

ものとするが、機械設計を業とする者が、新製品等の開発を行う場合等、この基準によ

ることが適切でない場合にあっては、製品開発等の実情に応じて弾力的に判断するもの

とする。 

      また、補助を受けようとする中小企業者等が受託を受けて行う製品開発等及びこれに

伴う市場調査等（受託の成果に係る対価が保証されているものに限る。）は補助の対象

とはしない。  

 (5) 規則別表第４の第４号下段の事業について  

ア 共同研究開発における中小企業者等以外の構成員とは、道外に主たる事務所を有す
る中小企業者等で道内に事業所を有しないもの、資本金の額又は出資の総額（以下「資
本額」という。）及び常時使用する従業員の数が規則第２条第１項第７号のアに規定
する中小企業者の基準を超えるもの（以下「大企業」という。）、学校教育法 (昭和 22

年法律第  26 号 )による大学、公設試験研究機関、特定非営利活動促進法（平成１０年
法律第７号）による法人（以下「ＮＰＯ法人」という。）、事業を営んでいない個人
などをいう。  

   イ   指定事業者は、補助の申請を行う者から、共同研究開発を行う者の概要、研究内容
の分担、研究費用の分担、研究成果の帰属、公設試験研究機関や大学等にあってはこ
れら機関として共同研究開発を行う根拠、研究開発後の製品又は役務の提供方法、Ｎ
ＰＯ法人にあっては、共同研究開発を行う目的、その役割、資金調達方法などに係る
計画について記載した「共同研究開発支援事業計画」を提出させるものとする。  

ウ   次の要件に該当する共同研究は本補助事業の対象とはしないものとする。  

    (ｱ)  北海道共同研究規程 (昭和 60 年 9 月 30 日北海道訓令第 24 号 )に基づき道立の試験
研究機関と道以外のものが共同して行う研究  

   (ｲ) 国立大学法人、独立行政法人及び地方独立行政法人毎に有する共同研究の取扱い
に関する規定に基づく共同研究  

ただし、共同研究開発の円滑な推進に必要な技術導入のために当該共同研究開発と
同時期に行われる中小企業者等と国立大学法人、独立行政法人又は地方独立行政法人
との共同研究については、その実施に際して中小企業者等が負担する直接経費（謝金、
旅費及び消耗品等）を補助の対象とすることができるものとする。  

(ｳ) 研究成果の地域全体への波及を目的として、専ら中小企業者等以外のものの指揮
命令により実施される共同研究（研究成果又は研究成果の利用を地域の企業に広く許
諾することを前提に行われる研究）  

     (ｴ)  専ら中小企業者等以外のものの指揮命令により実施する共同研究であって、中小
企業者等に研究開発を行う技術的な課題が存在しないもの又は技術的な課題の解決
を分担しないもの若しくは分担関係に著しい格差のあるもの  

(ｵ) 地域における公設試験研究機関との共同研究開発であって、当該公設試験研究機
関の負担額に国、道、公益法人等の公的な団体の補助金（行政機関の事務事業経費と
して予算計上されているもの（いわゆる庁費）を含む。）が措置されているもの  

  (ｶ) 構成員の共同研究開発の分担、資金負担、研究成果の帰属等実質的な共同関係が存
在しないもの又は明確でないもの（一方が技術的な課題の主要部分を解決するもの又
は資本金の 2 分の 1 以上を出資する親会社とその子会社が行うものは、特段の事情が
ない限り、本号に該当するものとみなす。）  

   エ 規則別表第４の第４号下段の事業で補助金の交付を受けようとするものは、共同研
究開発を実施するもののうち一の中小企業者等を代表とする任意グループ（法人格を
有しない団体。以下「団体」という。）として申請を行うものとする。  

   オ 補助を受けようとする団体が共同研究開発を主導し得る充分な見識を有せず、また、
技術的課題の主要部分を自ら解決しないなど、共同研究開発の全部又は大部分を他に
委託又は外注して行う場合には補助の対象とはしない。  
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        なお、当該要件の判断は、共同研究開発に要する経費の概ね２分の１を基準として
行うものとする。  

        また、補助を受けようとする団体が当該団体又はその構成員以外のものから受託し
て行う研究開発は補助の対象とはしないものとする。  

 

４   対象経費 

(1)  別紙第２のマーケティング支援事業の２の規定は、市場対応型製品開発支援事業にも

適用する。  

(2)  規則別表第４の第４号上段及び中段  

   ア 「技術導入費」とは、特許の導入に際しこれに伴う技術指導を受ける場合又は製品
開発等を行うに当たって外部からの技術指導を受ける場合の専門家や技術者等に支払
われる経費及び当該製品開発等を遂行するために大学等との共同研究等に要する経費
（中小企業者等が負担する直接経費に限る。）をいう。  

    なお、この場合の製品開発等に伴う研究員の受入に要する研究料は、補助対象経費
から除くものとする。ただし、大学等に対し研究料のみを支払って行う製品開発等に
ついて、中小企業者等の従業員等の派遣に要する滞在費及び往復の交通費については、
別紙第４の産業人材育成・確保支援事業の育成事業にある規定の適用を妨げないもの
とする。  

イ 「プログラム開発費」とは、コンピュータ処理を目的とするソフトウェア又はコン

ピュータ制御によるシステムを新たに開発するための経費をいう。（規則別表第４の

第４号下段において同じ） 

   なお、ＩＴ産業の中小企業者等が補助を受けようとする場合においては、当該中小

企業者等の従業員が新たにソフトウェア又はシステムを開発するために従事した人件

費を補助対象とすることができる。 

    この場合、作業時間については、作業時間と作業内容を記した「作業日報」により

確認するものとし、時間給額については、次の算定式により算出するものとする。  

       時間給額＝(基本給与月額＋時間外手当を除く諸手当)／(年間所定労働時間／12 カ

月) 

  ウ 「試験（検査）依頼費」とは、原材料・副材料、治具・工具、機械装置、試作品等に

ついてその成分、性能、精度等の評価を製品開発等を行う当該中小企業者等以外の者

に依頼又は委託し、その結果を得るための経費をいう。  

   エ   「システムエンジニア」とは、コンピュータシステムの開発・設計・運用に携わる

技術者であり、「プログラマー」とは、プログラミング（コンピュータに対して、どの

ような手順で仕事をすべきかを特別の言語等で指示すること。）に従事する者であり、

「等」はコンピュータの操作を専門に行うオペレーターなどコンピュータ関連技術に

関して高度な技能を有する者である。   

   オ   「人件費（製品開発等に従事するシステムエンジニア、プログラマー等に係るもの

に限る。）」の補助の対象とする経費は、新たに雇用された製品開発等に直接従事す

るシステムエンジニア、プログラマー等について、時間給額に直接作業時間を乗じて

算出された額とする。         

        この場合、作業時間については、作業時間と作業内容を記した「作業日報」により

確認するものとし、時間給額については、システムエンジニア、プログラマー等のそ

れぞれについて、次の算定式により算出するものとする。  

 

       時間給額＝(基本給与月額＋時間外手当を除く諸手当)／(年間所定労働時間／12 カ

月) 

        なお、新規の雇用に関する確認については、雇用契約書等により確認を行うものと

する。 

       また、新規の雇用は、製品開発等を行うために雇用された者を対象とすることから、

製品開発等を行う年度内に雇用された者を原則とするが、製品開発等の準備を行う必

要から前年度に雇用した場合は年度の 3 カ月前までに雇用された者も含まれるものと

する。  

カ 「特許実施費」とは、当該製品開発等に係り特許を使用するための一時金などの経
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費（特許取得に係る経費を除く）であり、当該年度内に契約及び支払い行為がなされ
るもので、契約価格については、一般通常に行われている取引価格であることを確認
し、補助対象経費の３分の１を超えない額を対象とする。  

なお、契約期間が製品開発等期間を超える場合は按分比例等の方式により当該補助
事業期間分を算出し対象とする。  

キ 「先行技術等調査費」とは、規則別表第４末尾欄外備考に掲げる経費であって、他
の企業等が所有する特許・実用新案・意匠に関する過去の出願内容を調査分析するた
めの経費をいう。  

ク 「その他製品開発を行うために特に必要と認められる経費」とは、製品開発等に要
する図書費、賃借料、光熱水道費、旅費、印刷費、通信費、消耗品費、機械リース料、
機械購入費（次のケに掲げる経費に限る。）等をいう。  

  ケ 製品開発等を行うために欠くことのできない機械の購入に要する経費（搬入及び据
付等に要する経費を含む。以下同じ。）は、補助対象経費とする。  

      なお、パソコン、旋盤等汎用の機械の購入に要する経費については、製品開発等期
間の月数（月数未満を切り上げ、上限 12 ヶ月）を法定耐用年数の月数で除して得た率
（小数点第３位切り上げ）を機械の購入に要する経費に乗じて得た額を補助対象経費
とする。  

    また、10 万円未満の機器類については、全て補助対象経費として取り扱うものとす
る。  

コ   次に掲げる経費については、対象とはしないものとする。  

      (ｱ) 建物及びその附属施設並びに構築物の確保又は改修に係る経費 

      (ｲ) 製品開発等を円滑に進めるため、地方独立行政法人北海道立総合研究機構の技術

開発派遣指導事業により指導を受ける中小企業者等が当該法人に納付する手数料  

 
(3)  規則別表第４の第４号下段  

  ア 上記 (2)のア、イ、オ、カ、キ及びクの規定は、「中小企業者等」を「団体」に、ま
た「製品開発等」を「共同研究開発」に読み替えて適用する。  

    イ 「技術導入費」の補助対象額は、補助対象事業に要する自己負担額を超えない額と
する。  

ウ   「人件費（共同研究開発に従事する中小企業者等の従業員等に係るものに限る。）
の算出に当たっては、団体を構成する中小企業者等において、当該研究開発に直接関
与する従業員又は役員の直接作業時間（作業を行うため団体の他の構成員の事業所に
移動する時間を含む。）に対するものに限るものとし、1,800 時間を超える者は、1,800

時間相当額を限度とし、かつ人件費の総額は、補助対象事業費の 10 分の 4 を限度とす
る。また、時間給額が 2,000 円を超える者は、2,000 円を限度とする。  

なお、作業時間は、作業時間と作業内容を記した「作業日報」により確認するもの
とする。また、時間給額は中小企業者等の従業員等それぞれの者について、次の算定
式により算出するものとする。  

       時間給額＝（基本給与月額＋時間外手当を除く諸手当）／（年間所定労働時間／12

ヶ月）  

   エ 次に掲げる経費については、対象とはしないものとする。  

(ｱ)  建物及びその附属施設並びに構築物の確保又は改修に係る経費  

(ｲ) 地方独立行政法人北海道総合研究機構の技術開発派遣指導事業により指導を受
ける中小企業者等が当該法人に納付する手数料  

(ｳ)  共同研究開発の構成員間の外注加工取引に係る経費又は構成員間の機械・装置等

物品の購入若しくは役務の提供に係る経費  

 

 

４ 補助額 

  補助額は、規則別表第４の第４号の事業の種類の欄に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ

同号の補助額の欄に掲げる額（千円未満の端数は、切り捨てる。）とする。  
 

５   その他  

 指定事業者は、別表第４の第４号下段の補助を受けようとする団体に対し共同研究開発に

係る資金管理責任者をあらかじめ決定し、構成員から負担金を徴収し、団体の経理として費

用負担するなど経費管理の一元化を指導するものとする。  

  



 

 

第１号様式 

年度  補助金等交付申請書 

  年  月  日   

   北海道知事 様 

申請者 住 所 

氏 名（法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名）   

 事業名                  

  上記の事業に関し補助金等の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

記 

 １ 事業（事務）の目的及びその概要 

 ２ 事業（事務）の着手及び完了の予定期日 

     着 手      年  月  日 

     完 了      年  月  日 

 ３ 補助金等交付申請額   金    円 

 

 

 

 

 氏名 連絡先 

本件責任者   

担当者   

 

 

  



 

 

第２号様式 

事 業 計 画 （実 績） 書 

設立年月日  

申請者の営      

む主な事業 

 

補助事業等の

内 容 

 

補助事業等の

実施により見

込まれる効果

（補助事業等

の成果） 

 

備 考  

注 １ 補助事業等の内容は、詳細に記載すること。 

２ 補助金等の交付を受けようとする者が法人以外の団体の場合にあっては、その

運営の状況を「備考」欄に記載すること。 

３ 事業主体が地方公共団体であるときは、「設立年月日」及び「申請者の営む主な

事業」欄は削除して使用すること。 

４ 「補助事業等の実施により見込まれる効果（補助事業等の成果）」欄には、交付

申請においては補助事業等の実施により見込まれる具体的な効果を、実績報告に

おいては補助事業等の実施により得られた具体的な成果を記載すること。 

 

 

  



 

 

第３号様式 

補助金等交付申請額算出調書 

区 分 

補助事業等に要す
る経費      

寄附金そ
の他の収

入    
 
 
 
 

  Ｂ 

差引所
要額  

 
 

（Ａ－
Ｂ） 

 
  Ｃ 

補助
対象
経費 

 
 
 
 

 Ｄ 

補助基
準によ
り算出
した額 

 
 
 

  Ｅ 

補助
基本
額  
 
 
 
 

 Ｆ 

 
補助
率  
 
 
 
 

 Ｇ 

補助金等交
付申請額 
（Ｆ×Ｇ） 

 
 

  Ｈ 

備 
 
 
 
 

考 

単価 数量 金額 

 Ａ 

 
円  

 
円  円  円  円  円  円  

 
円  

 

            

            

            

            

合 計            

注 １ この様式は、補助基本額の算出に当たり補助事業等に要する経費から寄附金そ

の他の収入を控除すべきこととされている補助金等の交付を申請する場合に使用

すること。 

２ 「区分」欄には、事務又は事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当

該補助事業において区分すべきこととされている事項）を記載すること。 

３ 「補助事業等に要する経費」欄には、当該補助事業等に係る経費の総額を記載す

るものとし、「単価」、「数量」欄が不用のときは斜線で抹消すること。 

４ 「補助基準により算出した額」欄には、補助基準（額）が定められているときは

その基準により算出した額を記載し、補助基準が定められていないときは斜線で

抹消すること。 

５ 「補助基本額」欄には、当該補助金等の算出の基礎となるべき額を記載すること。 

６ 定額補助の場合は、「補助率」欄を斜線で抹消すること。 

 

 

  



 

 

第４号様式 

経 費 の 配 分 調 書  

区 分 
補助事業
等に要す
る経費 

負  担  区  分 

備 考 
道費補助
(申請)額 

自 己 
負 担 額 

道費補助
金以外の
補助金等 
の額 

寄 附 金 そ の 他 

 円 円 円 円 円 円  

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

計        

注 １ 「区分」欄には、経費名又は細分された事業（事務）名を記載すること。 

２ 「負担区分」欄中「その他」の欄には、当該補助事業等に要する経費を支弁する

ための財源として、「道費補助（申請）額」欄、「自己負担額」欄、「道費補助金

以外の補助金等」欄又は「寄附金」欄に記載すべき収入金以外の収入金があるとき

は、その額を記載し、かつ、その収入金の内容を「備考」欄に記載すること。 

３ 「備考」欄には、必要に応じ積算の基礎その他必要な事項を記載すること。 

４ 「負担区分」欄を「道費補助（申請）額、自己負担額、道費補助金以外の補助金

等、寄附金、その他」以外に細分する必要がある場合は、適宜欄を追加して使用す

ること。 

 

 

  



 

 

第５号様式 

事   業   予   算   書 

  事業（事務）名         

  収入の部 

科   目 
金   額 備              考 

款 項 目 節 

    円  

      

      

  支出の部 

科   目 
金   額 備              考 

款 項 目 節 

    円  

      

      

      

  上記のとおり議決されていることを証明します。 

        年  月  日 

（法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名）       

注 １ この様式には、当該補助事業等に係る予算のみを記載すること。 

２ 当該補助事業等に係る予算が議決されていない場合は、この様式中「上記のとお

り議決をされていることを証明します。」を「上記のとおり予算案を提出すること

を確約します。」に改めて使用すること。 

３ 補助事業者等が市町村である場合は「収入の部」には当該補助事業等に係る特定

財源（道費補助金、国庫支出金、地方債等）のみを記載し、備考欄に予算の区分（一

般会計又は特別会計）を記載すること。 

４ 「科目」欄の区分は、標準を示したものであるので補助事業者等における通常の

予算区分がこれと異なるときは、その区分に従い記載して差し支えない。 

５ 「備考」欄には、必要に応じ、算出基礎その他必要な事項を記載すること。 

 

 

  



 

 

第６号様式 

資 金 収 支 計 画 書 

（単位 千円） 

  月  

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ 計 備 考 区
分 

 

科目 

収 
 
 
 
 

入 

               

 

               

               

               

計               

支 
 
 
 
 

出 

               

 

               

               

               

計               

収支

差額 

当月分               
 

累 計               

注 １ この計画書は、補助事業等に係る月別収支計画について作成すること。ただし、申請者が地方公共団体である場合、当該補助事業等
が実績で申請すべきこととされているものである場合及び当該補助事業等の内容が建設工事である場合については、この計画書の作成
を要しないものとする。 

２ 当該補助事業等の実施のために借り入れた金額がある場合は、「科目」欄に「借入金」と記載し、かつ、借り入れた月に当該借入金
の額を表示すること。  



 

 

第７号様式 

 

電子交付申出書兼メールアドレス確認書 

 

 電子交付サービスを利用して道からの通知について電子により交付を受けたいので申し

出ます。通知の受取に使用するメールアドレスは、次のとおりです。 

記 

 １ 対象文書 

 ２ 受取担当者 

   所属 

   役職 

   氏名 

   メールアドレス 

 

北海道知事 様 

    年  月  日 

住 所 

法人名（個人の場合は氏名） 

代表者氏名 

担当者氏名・連絡先 

 

 

※この様式は、申請等の際に、道の担当者まで提出してください。 

※「noreply@gmosign.com」の差出人名から、メールが届きます。 

※本様式は例示であり、電子交付の同意及び相手方が指定する電子メールアドレスが確認

できるものであれば、他の様式でも支障ありません。 

 

  



 

 

第８号様式 その１ 

 

産振第   号指令 

 

住 所 

氏 名  法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名 

 

   年(  年) 月 日に申請のあった中小企業競争力強化促進事業費については、申請内容のとお
り承認し、補助事業等の成果を成し遂げたときは、金    円を補助します。ただし、次の事項を守
らなければなりません。 
 

年(  年) 月  日 
 

北海道知事  印 
 
 
１ この補助金の交付の対象となる補助事業等の名称及び経費並びに補助金の額及び完了期限は、次の
とおりです。 

補助事業等名 補助対象経費 補助金の額 完 了 期 限 

中小企業競争力強化促進事業費   

 
 マーケティング支援事業   

コンサルタント等招へい支援事業   
産業人材育成・確保支援事業   
市場対応型製品開発支援事業   

 
２ 北海道経済構造の転換を図るための企業立地の促進及び中小企業の競争力強化に関する条例（平成

19年北海道条例第 68号）、同条例施行規則（平成 20年３月 31日北海道規則第 66号）、北海道補助
金等交付規則（昭和 47年北海道規則第 34号）、北海道経済構造の転換を図るための企業立地の促進
及び中小企業の競争力強化に関する条例及び同施行規則に係る実施要綱（平成 20 年５月８日産振第
176 号）及びこの決定の通知に従い、善良な管理者の注意をもって補助事業等を遂行し、その成果を
成し遂げなければなりません。 

 
３ マーケティング支援事業、コンサルタント等招へい支援事業、産業人材育成・確保支援事業及び市
場対応型製品開発支援事業に配分された補助金の額を変更しようとするときは、あらかじめ、知事の
承認を受けなければなりません。ただし、当該変更が事業ごとに配分された補助金の額の 20 パーセ
ント未満のときは、この限りではありません。 

  なお、上段の変更については、補助事業の効率的・効果的な実施の観点から、第１次・第２次募集
による事業採択後の予算残額の状況を踏まえ、行わなければなりません。 

 
４ 補助事業等の内容を変更するときは、知事の承認を受けなければなりません。ただし、その変更に
よる増減額が補助対象経費総額の 20パーセント未満のときは、この限りではありません。 

 
５ 補助事業等の執行を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、知事の承認を受けなけれ
ばなりません。 

 
６ 補助事業等が期限までに完了しないとき又は補助事業等の遂行が困難となったときは、速やかに知
事に報告し、その指示を受けなければなりません。 

 
７ 補助事業等の遂行の状況に関し、報告を求められたときは、指示された日までに状況報告書を知事
に提出し、また、道の職員による調査を受けたときは、調査に協力し、その指示に従わなければなり
ません。 

 
８ この補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って補助事業等を遂行すべきことを命



 

 

ぜられたときは、その命令に従わなければなりません。 
 
９ 前項の命令に違反したときは、当該補助事業等の遂行を一時停止し、並びに当該補助金の交付の決
定の内容及びこれに付した条件に適合させるための措置を指示する期日までにとるべきことを命じ
ます。 

 
10 この補助金の交付の決定後における事情の変更により特別の必要が生じたときは、この決定の全部
若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付けた条件を変更することがありま
す。 

 
11 補助事業等が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、当該補助事業等の完了の日若
しくは廃止の承認を受けた日から 30日以内又は翌年度の４月 10 日までのうち、いずれか早い日ま
でに、補助事業等実績報告書を知事に提出しなければなりません。会計年度が終了した場合も、同様
とします。 

 
12 補助事業等実績報告書の提出に当たって、この補助金に係る消費税等仕入控除税額（補助対象経費
に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入
れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に
規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率等を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）
があり、その金額明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告しなければなりません。 

 
13 補助事業等実績報告書を提出した後に消費税及び地方消費税の確定申告によりこの補助金に係る
消費税等仕入控除税額が確定した場合には、その金額（実績報告において、前項により減額した場合
にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに知事に報告するとともに、当該金
額を返還しなければなりません。 

  また、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合であっても、
その状況等について、当該補助金の額の確定の日の翌年６月 30 日までに知事に報告するとともに、
補助金に係る消費税等仕入控除税額の確定後は速やかに知事に報告し、当該金額を返還しなければな
りません。 

 
14 この補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に実績報告に係る補助事業等の成果が適合
しないときは、当該補助事業等につき、これに適合させるための措置をとるべきことを命じます。 

 
15 補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良な管理
者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければなりません。 

 
16 補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産（不動産及びその従物並びに１件の取得価格又
は効用の増加価格が 30 万円以上の機械及び器具）については、減価償却資産の耐用年数等に関する
省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）で定める耐用年数（当該耐用年数が 10 年を超える場合は 10 年
間）を経過することになるまでの期間は、あらかじめ知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目
的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、又は担保に供してはなりません。ただし、
交付された補助金の全部に相当する額を納付した場合は、この限りでありません。 

 
17 前項の申請により承認を受けた場合において、補助金の全部又は一部の金額に相当する納付金を納
付する条件が付されたときは、当該納付金を指定された期日までに納付しなければなりません。 

 
18 前項に定める場合を除くほか、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産を処分すること
により収入があったときは、その収入金額の全部又は一部に相当する納付金を道に納付させることが
あります。 

 
19 補助事業等に関する帳簿及び書類を備え、この補助事業等に要した経費とそれ以外の経費とを区別
することができるようこれを整理し、かつ、これを補助事業等の完了の日の属する年度の翌年度から
５年間保存しなければなりません。ただし、処分を制限された取得財産がある場合で当該制限された
期間が帳簿及び書類を保存すべき期間を超えるときは、当該財産の処分を制限された期間保存しなけ
ればなりません。 

 



 

 

20 補助事業者は、間接補助事業者に対する間接補助金の交付決定に当たっては、補助金の交付決定の
際に付された条件と同一の条件を付さなければなりません。ただし、補助事業等の完了期限及び実績
報告書の提出期限は、適宜変更して差し支えないものとします。 

  なお、この場合において、「知事」とあるのは、「補助事業者」と読み替えるものとします。 
 
21 この補助事業等の完了により相当の収益が生じたときは、補助金の全部又は一部を納付しなければ
なりません。 

 
22 次の各号のいずれかに該当するときは、この補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消し、当該
取り消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があるときは、その返還を命ずることがあります。
補助金の額の確定があった後においても、また同様とします。 

（１）この補助金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのにこの補助金を使用しないとき。 
（２）虚偽の申請又は虚偽の実績報告によりこの補助金を過大に請求し、又は受領したとき。 
（３）補助事業等に関して不正に他の補助金等（道以外の者が補助事業者等に対して交付する補助金そ

の他の助成を含む。）を重複して受領したとき。 
（４）補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産を、あらかじめ知事の承認を受けないで、こ

の補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、又は担保に供した
とき。 

（５）前各号に掲げる場合のほか、補助事業等に関して、この補助金の交付の決定の内容若しくはこれ
に付した条件その他法令若しくはこれに基づく知事の処分に違反したとき、又は不正な行為をした
とき。 

 
23 前項の規定による処分に関し、補助金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の
日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間
については、既納額を控除した額）につき年 10.95パーセントの割合で計算した違約加算金を道に納
付しなければなりません。 

 
24 補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日
までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、その
納付金額を控除した額）につき年 10.95パーセントの割合で計算した違約延滞金を道に納付しなけれ
ばなりません。 

 
25 補助金の返還を命ぜられ、当該補助金、違約加算金又は違約延滞金の全部又は一部を納付しない場
合において、同種の事務又は事業について交付を申請した補助金等（その交付が法令の規定により道
の義務とされているものを除く。以下「同種の補助金等」という。）があるときは、相当の限度にお
いてその交付を一時停止し、又は同種の補助金等と未納付額とを相殺することがあります。 

 
26 第７項の遂行の状況に関する報告のほか、補助金の予算の執行の適正を期するため必要があると認
めるときは、報告を求め、又は道の職員に帳簿及び書類その他の物件を調査させ、若しくは質問させ
ることがあるので、これに協力しなければなりません。 

 

 

 

 

  

連絡先：経済部産業振興局産業振興課産業企画係 

電  話：011-204-5311（内線 26-818） 



 

 

第８号様式 その２ 

 

産振第   号指令 

 

住 所 

氏 名  法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名 

 

   年（  年） 月 日に申請のあった中小企業競争力強化促進費については、申請内容のとお

り承認し、補助事業等の成果を成し遂げたときは、金    円を補助します。ただし、次の事項を守

らなければなりません。 

 

   年（  年） 月 日 

 

 

北海道知事  印 

 

 

 

１ この補助金の交付の対象となる補助事業等の名称及び経費並びに補助金の額及び完了期限は、次の 

とおりです。 

補助事業等名 補助対象経費 補助金の額 完 了 期 限 

  

中小企業競争力強化促進費 

 

  

 

 

２ 北海道経済構造の転換を図るための企業立地の促進及び中小企業の競争力強化に関する条例（平成

19 年北海道条例第 68 号）、同条例施行規則（平成 20 年北海道規則第 66 号）、北海道補助金等交付

規則（昭和 47年北海道規則第 34号）、北海道経済構造の転換を図るための企業立地の促進及び中小

企業の競争力の強化に関する条例及び同施行規則に係る実施要綱（平成 20年５月８日付け産振第 176

号）及びこの決定の通知に従い、善良な管理者の注意をもって補助事業等を遂行し、その成果を成し

遂げなければなりません。 

 

３ 補助事業等の内容を変更するときは、知事の承認を受けなければなりません。ただし、その変更に

よる増減額が補助対象経費総額の 20パーセント未満のときは、この限りではありません。 

 

４ 補助事業等の執行を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、知事の承認を受けなけれ

ばなりません。 

 

５ 補助事業等が期限までに完了しないとき又は補助事業等の遂行が困難となったときは、速やかに知

事に報告し、その指示を受けなければなりません。 

 

６ 補助事業等の遂行の状況に関し、報告を求められたときは、指示された日までに状況報告書を知事

に提出し、また、道の職員による調査を受けたときは、調査に協力し、その指示に従わなければなり

ません。 

 

７ この補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って補助事業等を遂行すべきことを命

ぜられたときは、その命令に従わなければなりません。 

 

８ 前項の命令に違反したときは、当該補助事業等の遂行を一時停止し、並びに当該補助金の交付の決

定の内容及びこれに付した条件に適合させるための措置を指示する期日までにとるべきことを命じ



 

 

ます。 

 

９ この補助金の交付の決定後における事情の変更により特別の必要が生じたときは、この決定の全部

若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付けた条件を変更することがありま

す。 

 

10 補助事業等が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、当該補助事業等の完了の日若

しくは廃止の承認を受けた日から 30 日以内又は翌年度の４月 10 日までのうち、いずれか早い日ま

でに、補助事業等実績報告書を知事に提出しなければなりません。会計年度が終了した場合も、同様

とします。 

 

11 補助事業等実績報告書の提出に当たって、この補助金に係る消費税等仕入控除税額（補助対象経費

に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入

れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に

規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率等を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）

があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告しなければなりませ

ん。 

 

12 補助事業等実績報告書を提出した後に消費税及び地方消費税の確定申告によりこの補助金に係る

消費税等仕入控除税額が確定した場合には、その金額（実績報告において、前項により減額した場合

にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに知事に報告するとともに、当該金

額を返還しなければなりません。 

  また、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合であっても、

その状況等について、当該補助金の額の確定の日の翌年６月 30 日までに知事に報告するとともに、

補助金に係る消費税等仕入控除税額の確定後は速やかに知事に報告し、当該金額を返還しなければな

りません。 

 

13 この補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に実績報告に係る補助事業等の成果が適合

しないときは、当該補助事業等につき、これに適合させるための措置をとるべきことを命じます。 

 

14 補助事業等に関する帳簿及び書類を備え、この補助事業等に要した経費とそれ以外の経費とを区別

することができるようこれを整理し、かつ、これを補助事業等の完了の日の属する年度の翌年度から

５年間保存しなければなりません。 

 

15 次の各号のいずれかに該当するときは、この補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消し、当該

取り消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があるときは、その返還を命ずることがあります。

補助金の額の確定があった後においても、また同様とします。 

（１）この補助金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのに補助金を使用しないとき。 

（２）虚偽の申請又は虚偽の実績報告によりこの補助金を過大に請求し、又は受領したとき。 

（３）補助事業等に関して不正に他の補助金等（道以外の者が補助事業者等に対して交付する補助金そ

の他の助成を含む。）を重複して受領したとき。 

（４）前各号に掲げる場合のほか、補助事業等に関して、この補助金の交付の決定の内容若しくはこれ

に付した条件その他法令若しくはこれに基づく知事の処分に違反したとき、又は不正な行為をした

とき。 

 

16 前項の規定による処分に関し、補助金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の

日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間

については、既納額を控除した額）につき年 10.95パーセントの割合で計算した違約加算金を道に納

付しなければなりません。 

 

17 補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日

までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、その

納付金額を控除した額）につき年 10.95パーセントの割合で計算した違約延滞金を道に納付しなけれ



 

 

ばなりません。 

 

18 補助金の返還を命ぜられ、当該補助金、違約加算金又は違約延滞金の全部又は一部を納付しない場

合において、同種の事務又は事業について交付を申請した補助金等（その交付が法令の規定により道

の義務とされているものを除く。以下「同種の補助金等」という。）があるときは、相当の限度にお

いてその交付を一時停止し、又は同種の補助金等と未納付額とを相殺することがあります。 

 

19 第６項の遂行の状況に関する報告のほか、補助金の予算の執行の適正を期するため必要があると認

めるときは、報告を求め、又は道の職員に帳簿及び書類その他の物件を調査させ、若しくは質問させ

ることがあるので、これに協力しなければなりません。 

 

 

 

 

 

  

連絡先：経済部産業振興局産業振興課産業企画係 

電  話：011-204-5311（内線 26-818） 



 

 

第９号様式 

年度補助金等交付申請取下書 

  年  月  日   

   北海道知事     様 

補助事業者  住 所 

氏 名  法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名 

 事業名                  

 上記の事業（事務）に関して、   年  月  日付け産振第 号指令で補助金等の交

付の決定を受けましたが、次の理由によりその交付申請を取り下げます。 

（取下げの理由） 

 

 

 

 

注 １ この様式は、補助金等の交付の決定の内容及びこれに付された条件に不服がある

場合において、当該交付申請を取り下げるときに使用すること。 

  ２ この様式には、取下げの理由の参考となる事項を記載した書類を添付すること。 

 

 

 

 氏名 連絡先 

本件責任者   

担当者   

  

  



 

 

第 10号様式 

 

年度補助事業等変更承認申請書 

年  月  日   

   北海道知事     様 

住所                

補助事業者等                  

氏名（法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名） 

 

  事業（事務）名              

     年  月  日付け産振第  号指令で補助金等の交付の決定を受けた上記の

事業（事務）について、その計画を次の理由により変更したいので関係書類を添えて申請

します。 

 

１ 補助金等交付決定額    金        円 

２ 変更後の補助金等申請額  金        円 

３ 変更の理由 

 

注 １ この様式は、補助事業等の内容の変更、補助事業等に要する経費の配分の変更等の

承認申請の場合に使用すること。 

  ２ 「    年  月  日付け産振第 号指令」については、当初の交付決定の年

月日、番号を記載すること。 

  ３ この様式に添付する関係書類は、交付申請の際の関係書類の様式によるものとし、

変更後の計画（変更されない部分を含む。）を上段に、変更前の計画を下段に括弧書

きで記載して、変更前と変更後の内容を対比できるように作成すること。 

    なお、記載事項に変更がない関係書類については、添付を省略し、その旨を付記す

ることとして差し支えないものとする。 

 

 氏名 連絡先 

本件責任者   

担当者   

 

 

  



 

 

第 11号様式 

補 助 金 等 概 算 払 申 請 書 

年  月  日   

   北海道知事     様 

住所                

補助事業者等                  

氏名（法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名） 

  事業（事務）名              

     年  月  日付け産振第  号指令で交付の決定を受けた上記の事業（事

務）に係る補助金等について、概算払を受けたいので申請します。 

記 

１ 補助金等交付決定額   金        円 

２ 既に概算払を受けた額  金        円 

３ 今回概算払申請額    金        円 

４ 申請の理由 

５ 口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号 

 

 振込先銀行等の名称 支店名 口 座 番 号  

  
 普通 

当座 
 

 

注 １ 「  年  月  日付け産振第 号指令」については、当初の交付決定の年月

日、番号を記載すること。 

２ 「５ 口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号」欄については、口座振替

払を希望する場合に記載すること。 

３ 建設工事に要する経費に係る補助金等の場合にあっては、申請額の算出の基礎

を記載した書類（でき形検査調書等）を添付すること。 

 

 氏名 連絡先 

本件責任者   

担当者   

 

  



 

 

第 12号様式 

 

年度補助事業等中止（廃止）承認申請書 

  年  月  日   

   北海道知事     様 

住所                

補助事業者等                  

氏名（法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名） 

  事業（事務）名              

     年  月  日付け産振第 号指令で補助金等の交付の決定を受けた上記の事

業（事務）について、次の理由によりその執行を中止（廃止）したいので申請します。 

（中止又は廃止の理由） 

 

 

 

 

 

注 １ この様式は、補助金等の交付の決定を受けた事業又は事務を中止し、又は廃止しよ

うとする場合に使用すること。 

２ 「  年  月  日付け産振第 号指令」については、当初の交付決定の年月日、番

号を記載すること。 

３ この様式には、申請時点における当該補助事業等の進ちょく状況（廃止の場合を除く。）

その他必要と認められる事項を記載した書類を添付すること。 

 

 

 氏名 連絡先 

本件責任者   

担当者   

  



 

 

第 13号様式 

 

年度補助事業等執行遅延（不能）報告書 

  年  月  日 

   北海道知事     様 

住所                

補助事業者等                  

氏名（法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名） 

  事業（事務）名              

     年  月  日付け産振第 号指令で補助金等の交付の決定を受けた上記の事

業（事務）について、次の理由により予定の期間内に完了する見込みがない（その遂行が

困難となった）ので報告しますから指示をお願いします。 

（遅延又は遂行困難の理由） 

 

 

 

 

 

注 １ この様式は、補助金等の交付の決定を受けた事業又は事務の執行が遅延し、又は困

難となった場合に使用すること。 

２ 「  年  月  日付け産振第 号指令」については、当初の交付決定の年月日、番

号を記載すること。 

３ この様式には、報告時点における当該補助事業等の進ちょく状況その他必要と認めら

れる事項を記載した書類を添付すること。 

 

 氏名 連絡先 

本件責任者   

担当者   

 

  



 

 

第 14号様式 

 

補助事業等実績報告書 

年  月  日   

   北海道知事     様 

 

補助事業者  住 所 

氏 名  法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名 

 

  事業（事務）名              

 

     年  月  日付け産振第  号指令で補助金等の交付の決定を受けた上記の

事業（事務）は、  年  月  日完了したので、関係書類を添えて報告します。 

 

  口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号 

振込先銀行等の名称 支店名 口 座 番 号 

  普通 

当座 

 

注 １ 「  年  月  日付け産振第 号指令」については、当初の交付決定の年月日、

番号を記載すること。 

  ２ 「口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号」欄については、「口座振替払を

希望する場合に記載すること。 

 

 氏名 連絡先 

本件責任者   

担当者   

 

 

  



 

 

第 15号様式 

補  助  金  等  精  算  書 

区

分 

計画 実施 

補

助

率 

Ｋ 

補助金等の交付の

決定 

補助金

等精算

額 

Ｎ 

補助金

等領収

済額 

Ｏ 

補助金

等精算

額に対

する領

収未済

額 

（Ｎ－

Ｏ） 

Ｐ 

補助事業等に係る

経費の債務確定額 

不用額 

（Ｍ－

Ｎ） 

Ｔ 

備考 

補助

事業

等に

要す

る経

費 

Ａ 

寄付

金そ

の他

の収

入 

Ｂ 

補助

対象

経費 

Ｃ 

補助

基準

によ

り算

出し

た額 

Ｄ 

補助

基本

額 

Ｅ 

補助

事業

等に

要し

た経

費 

Ｆ 

寄付

金そ

の他

の収

入 

Ｇ 

補助

対象

経費 

Ｈ 

補助

基準

によ

り算

出し

た額 

Ｉ 

補助

基本

額 

Ｊ 

年月日

番号 

Ｌ 

金額 

Ｍ 

支済

額 

Ｑ 

支払 

未済

額 

Ｒ 

計 

Ｓ 

 

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円   円 円 円 円 円 円 円 円 

 

  

 

    

 

              

  

 

    

 

              

  

 

    

 

              

  

 

    

 

              

合

計 
 

 

    

 

              

注 １ 「区分」欄には、事務又は事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該補助事業等において区分すべきこととされている事項）を記載すること。 

  ２ 「計画」欄には、申請の際の額（変更の承認（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

  ３ 「補助金等の交付の決定」欄中「年月日番号」欄には当初の交付決定の年月日、番号を記載し、「金額」欄には交付決定額（変更（達による変更を含む。）があった

ときは、変更後の額）を記載すること。 

  ４ 「補助金等精算額」欄には、実施に係る補助基本額(Ｈ)に補助率(Ｉ)を乗じて得た額を記載すること。ただし、補助金等の算出が他の方法によっている場合は、その

方法により算出した額を記載し、かつ、「備考」欄にその算出方法を明記すること。 

  ５ 定額補助の場合は、「補助率」欄を斜線で抹消すること。 

  ６ 「補助事業等に係る経費の債務確定額」欄中「支払済額」欄には、間接補助事業等の場合にあっては補助事業者等が間接補助事業者等に交付する補助金等の支払済

額を記載すること。 

  



 

 

第 16号様式 

事    業    精    算    書 

 事業（事務）名                

 収 入 の 部 

科             目 予   算   額 
精 算 額 

内       訳 
備    考 

款 項 目 節 当 初 更正後の額 収入済額 収入未済額 

    円 円 円 円 円  

 支 出 の 部 

科             目 予   算   額 
精 算 額 

内       訳 
不 用 額 備考 

款 項 目 節 当 初 更正後の額 支出済額 支出未済額 

    円 円 円 円 円 円  

上記のとおり精算したことを証明します。 
        年  月  日 

（法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名）       

注 １ この様式には、当該補助事業等に要した経費のみを記載すること。 

２ 「科目」欄の区分は標準を示したものであり、補助金等の交付を受けた者における通常の予算及び決算の区分がこれと異なるときは、それぞれ補助事業者等の区

分に従い記載して差し支えないこと。 

３ 「予算額」欄中「更正後の額」欄には、補助事業者等の議決機関等における最終の更正後の額（予算の流用による更正後の額を含む。）を記載すること。 

４ 「収入未済額」及び「支出未済額」欄には、債権又は債務が確定している額を記載し、かつ、債務者又は債権者の住所氏名を「備考」欄に記載すること。 

５ 補助事業者等が市町村である場合は、「収入の部」には当該補助事業等に係る特定財源のみを記載し、備考欄に予算の区分（一般会計又は特別会計）を記載する

こと。 

６ 「不用額」欄には、「更正後の額」（更正していない場合は、「当初」）欄に記載した額から「精算額」欄に記載した額を控除した額を記載すること。 

 

  



 

 

第 17号様式 

年 月 日 

 

北海道知事様 

 

補助事業者等 

（団体等名及び代表者氏名） 

 

  補助金に係る消費税等仕入控除税額について 

  年  月  日付け産振第   号指令で補助金の交付決定を受けた事業について、

同指令条件第項の規定に基づき、次のとおり報告します。 

記 

１ 補助金の確定額                        金      円 

２ 補助金の確定時における消費税等仕入控除税額          金      円 

３ 消費税及び地方消費税の確定申告に伴う補助金に係る消費税等仕入控除税額 

                            金      円 

４ 要補助金返還相当額（３－２）                 金      円 

  (注) 記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 
     なお、補助事業者等が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付すること。 

    ・消費税確定申告書の写し（税務署受付済みのもの） 

    ・消費税確定申告書付表２｢課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し 

    ・３の金額の内訳を記載した書面（第 17 号様式別紙） 

    ・補助事業者等が消費税法第 60 条第 4 項に定める法人等である場合、同項に規定する特定収入割

合が 5 パーセント以下であることを確認できる資料 

 

５ 当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載 

〔 〕 

  (注) 消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も記載すること。 

 

６ 当該補助金に係る消費税等仕入控除税額がない場合、その理由を記載 

〔 〕 

 

 氏名 連絡先 

本件責任者   

担当者   

 
  (注) 記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 

なお、補助事業者等が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付すること。 

・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合は所得税）

確定申告書の写し（税務署受付済みのもの）及び損益計算書等、売上高を確認できる資料 



 

 

・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定申告書

（簡易課税用）の写し（税務署受付済みのもの） 

・２割特例の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における「税額控除に係る経過措

置の適用（２割特例）」を選択した消費税確定申告書の写し（税務署受付済みのもの） 

・補助事業者等が消費税法第 60 条第 4 項に定める法人等である場合、同項に規定する特定収入

割合が５パーセントを超えることを確認できる資料 

 

 

注 １ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。 

  ２ 間接補助事業等の場合にあっては、集計表（各事業実施主体ごとの１から６までの事項を記載し

た書面及び第 17 号様式別紙）を添付すること。 

  



 

 

第17号様式 別紙 

補助金に係る消費税等仕入控除税額の内訳 

補助事業者等            

 課税売上割合95％以上   個別対応方式   一括比例配分方式  課税売上割合 ％ 

 

区分 補助対象

経費① 

①の内訳 ②のうち

消費税等

相当額③ 

③の内訳 仕入控除

税額⑥ 

補助率等

⑧ 

補助金に係る

消費税等仕入

控除税額 

⑦×⑧ 

課税対象

② 

非課税 課税売上

対応④ 

共通売上

対応⑤ 

非課税売

上対応 

 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 

           

           

           

           

計        
⑦   

 

注１ 「③ の内訳」欄については、課税売上割合が95％ 未満の事業者で個別対応方式を採用している場合のみ記載すること。 

 ２ 「仕入控除税額」欄の算出は、次のとおりとする。 

  (1) 課税売上高が５億円以下、かつ課税売上割合が95％ 以上の事業者の場合・・・③＝ ⑥ 

  (2) 課税売上高が５億円超え、又は課税売上割合が95％ 未満の事業者で個別対応方式を採用している場合・・・④＋ ［⑤× （課税売上割合）］ 

  (3) 課税売上高が５億円超え、又は課税売上割合が95％ 未満の事業者で一括比例配分方式を採用している場合・・・③×（ 課税売上割合） 


